
平成 24年 6 月議会 行政報告 

国出先機関対策について 

平成２４年６月３０日 



国出先機関の移管に向けた主な取組状況および今後の予定 

（平成 24年 4月 21 日総務常任委員会以降） 

●関西広域連合の取り組み、○国等の取り組み

１．取組状況 

○４月 24 日：「アクション・プラン」推進委員会（第７回） 

「国の出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲に係る特例制度

（基本構成案）」について検討、大筋で合意 

○４月 27 日：地域主権戦略会議（第 16 回） 

「国の出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲に係る特例制度

（基本構成案）」について了承 

●５月７日：地方分権改革シンポジウム「国出先機関の移管実現と地域の自立」 

「国出先機関の原則廃止」の意義や必要性について広く発信し、改革

に係る課題等について議論 

（九州地方知事会、関西経済連合会、九州経済連合会、日本経済団体連合会、

経済同友会との共催） 

○５月 16 日：「アクション・プラン」推進委員会（第８回） 

「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案（仮称）（骨

子）」について検討 

○６月６日：全国市長会決議採択 

国出先機関改革の検討にあたっては基礎自治体と十分な協議を行い、

拙速に進めることのないようにとする「国の出先機関改革に関する決議」

を採択  

○６月８日：「アクション・プラン」推進委員会（第９回） 

       「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案」（Ｐ３）に

ついて検討が行われ、法律案と閣議決定案の取扱いについて、川端内

閣府特命担当大臣に一任された。  

●６月 13 日：政府及び民主党への要請活動（嘉田国出先機関対策委員長） 

要請先：逢坂誠二衆議院議員（地域主権調査会会長代行） 

            山花郁夫衆議院議員（地域主権調査会事務局長） 

※地域主権推進担当の内閣府政務三役及び前原誠司政策調査会長、海江田万里  

地域主権調査会長については、事務方を通じて要請文を手交 
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○６月 18 日：全国市長会が「国の出先機関改革に関する意見」を内閣府政務に提出 

「出先機関改革の検討にあたっては、拙速に進めることなく、基礎

自治体の意見に真摯に耳を傾け、さらに十分な検討を重ねることを強

く要請する」意見書を内閣府政務に提出 

●６月 20 日：政府及び民主党への要請活動（井戸連合長） 

要請先：藤村郁夫内閣官房長官 

            民主党陳情要請対応本部 

○６月 21 日 第 180 回通常国会が９月８日迄延長 

●６月 21 日 法律案の早期提出を求めるコメント発出

国の出先機関の事務・権限の移譲に係る法律案の早期提出を求める

コメントを井戸連合長、嘉田国出先機関対策委員長の連名で発出 

２．今後の予定（見通し） 

○地域主権戦略会議（第 17 回）

○法律案閣議決定 

○第 180 回通常国会へ法律案提出（会期延長中） 

●関西広域連合による近畿市長会及び近畿町村会への説明会 

法律案が閣議決定された段階で、近畿市長会及び近畿町村会への情報提供及び意

見交換を行う予定。                              
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